
事 務 連 絡 

平成 30 年６月 20 日 

 

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 施 設 主 管 課 

各 指 定 都 市 教 育 委 員 会 施 設 主 管 課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 課 

各 指 定 都 市 私 立 学 校 主 管 課 御中  

附属学校を置く各国公立大学施設担当部課 

構造改革特別区域法第 12 条第１項の認定を受けた 

各地 方公共団体の 学校設 置会社担当課 

 

 

 

 

文部科学省大臣官房文教施設企画部施設企画課 

 

 

 

学校におけるブロック塀等の安全点検に係る特定行政庁の建築部局との連携について 

 

 

 

 この度、「学校におけるブロック塀等の安全点検等について」（平成 30 年 6 月 19 日付け 30 文科施第

112 号）に関連し、国土交通省住宅局建築指導課長より各都道府県建築行政主務部長宛に別紙「学校にお

ける既設の塀の安全対策について」（平成 30年 6月 19 日付け国住指 1092 号）のとおり通知されました。 

 ついては、学校設置者においては、必要に応じ特定行政庁の建築部局と連携し、ブロック塀等の安全点

検を実施するようお願いします。 

 このことについて、各都道府県教育委員会施設主管課においては域内の市区町村教育委員会施設主管

課に対し、各都道府県私立学校主管課及び各指定都市私立学校主管課においては所管の私立学校に対し、

構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を受けた各地方公共団体の学校設置会社担当課においては所

管の学校に対し周知いただくようお願いします。 

【本件連絡先】 

大臣官房文教施設企画部施設企画課 

防災推進室施設防災企画係 

電話：03-5253-4111（内線2235、3184） 

1

tkimura
テキスト ボックス
参考



国住指 第１０９２号 

平成３０年６月１９日 

都道府県建築行政主務部長 殿 

国土交通省住宅局建築指導課長 

 

 

学校における既設の塀の安全対策について 

 

 

平成３０年６月１８日に大阪府北部を震源とする地震により塀が倒壊し、２人の犠牲者が出たことに

ついては誠に遺憾です。 

この地震による被害を受け、内閣総理大臣より、災害発生時の学校の安全確保について指示があった

ことを踏まえ、学校設置者において、学校の安全点検について行うこととしておりますので、下記のと

おり取り組み方宜しくお願いします。 

なお、文部科学省から教育部局には別紙のとおり通知されているので参考までに送付します。 

貴職におかれては、貴管内の特定行政庁にもこの旨周知方宜しくお願いします。 

 

 

記 

 

 

塀の安全点検については、学校設置者において、対象となる学校の組積造の塀又は補強コンクリー

トブロック造の塀を対象に行うこととしており、教育部局等と情報共有を図るとともに、連携して取

り組むこと。 

① 対象となる学校 

幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校 

② 点検の方法 

平成２０年３月１０日国土交通省告示第２８２号に定められている判定基準に基づき実施す

ること。 

 

 

（参考） 

建築物の定期調査報告における調査及び定期点検における点検の項目、方法及び結果の判定基準

並びに調査結果表を定める件（平成２０年３月１０日国土交通省告示第２８２号）（抜粋） 

調査項目 判定基準 

ブロック塀等の耐震対策の状況 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第６１

条又は第６２条の８の規定に適合しないこと。 

ブロック塀等の劣化・損傷の状況 著しいひび割れ、破損又は傾斜が生じていること。 
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